




・ 本日は、ご多忙な中、お集まりいただきまして、誠にありがとうございます。

・それでは、お手許にお配りしておりますパワーポイントの資料に沿って

ご説明いたします。



・はじめに、2012年度の連結業績（2012年4月～2013年3月）の概要ですが、

売上高は、前年比横ばいの2兆4,785億円、

営業利益が、マイナス1,462億円、

経常利益が、マイナス2,064億円

となり、各々前回公表予想をクリアすることができました。

特に下期の売上高は 上期比で約2 700億円の増収となり 営業利益段階・特に下期の売上高は、上期比で約2,700億円の増収となり、営業利益段階

での黒字を達成することができました。

・一方、当期純利益については、急激な円安や需要変動等、経営環境の変化

に対応し、固定資産の減損や事業構造改革費用の積み増し等を実施した

ことから、前回公表値を953億円下回るマイナス5,453億円となりました。とから、前回公表値を 億円下回る イナ , 億円となりました。

特別損失の内容については、後ほどご説明いたしますが、２期連続での多額

の損失計上となりましたことをお詫び申し上げます。



・ このスライドは、2012年度の「部門別」売上高実績です。

ご覧の通り、「液晶」「太陽電池」等、「電子部品」部門を中心に、

下期には、上期からの大幅増収を達成し、全体で前回公表値を

上回ることができました。



・「部門別」営業利益実績についても、

下期は、「液晶」を除くすべての部門において、営業利益の黒字化を

達成することができるなど、ほぼすべての部門において、下期に損益回復が

進展しました。



・このスライドは、先ほどのスライドでご覧頂いた、上期から、下期にかけての

部門別営業利益の増減を、グラフに表したものですので、ご参照下さい。



・このスライドは、営業利益の増減を「要因別」に分析したものです。

ご覧の通り、人件費を中心とした、固定費の削減効果と、第2四半期

における棚卸資産評価減の実施効果、及び固定資産の除却・減損等

による償却費減などの、構造改革効果が、収益改善（営業黒字転換）

に大きく寄与しました。



・このスライドは、特別損益、法人税等の状況です。このスライドは、特別損益、法人税等の状況です。

冒頭ご説明した通り、第4四半期において、減損損失、事業構造

改革費用、和解金等について、追加費用の計上を実施しました。



・これらの主な内容はこのスライドの通りです。これらの主な内容はこのスライドの通りです。

・AV、液晶事業において固定資産の減損を実施した他、 太陽電池事業の

リース解約損等、事業構造改革費用の積み増しを実施しました。

これらは、急激な円安や中小型液晶の需要変動等、経営環境の変化に伴い

第4四半期に実施することとなったものです。

・また和解金等については、2013年度での発生が新たに見込まれることに

なった、液晶カルテル関連の訴訟損失の引当を2012年度に計上したもの

です。

なお 今回の処理で 連の構造改革費用の計上は概ね完了したと考えて・なお、今回の処理で、一連の構造改革費用の計上は概ね完了したと考えて

おります。



･このスライドは、連結貸借対照表の推移です。

以上の損益状況の結果に伴い、2013年3月末の自己資本比率は、

12月末の9.6％ から6.0％へ低下しました。



・次にこれら状況を踏まえた、当社重要課題である、資金政策についてご説明

します。



・2013年度は、6月にシンジケートローン3,600億円の契約期限を迎え、その後、

9月に転換社債2,000億円の償還が控えています。

・まず、シンジケートローン3,600億円につきましては、主力行の

みずほコーポレート銀行 及び 三菱東京UFJ銀行より、継続のご内諾を頂き、

他の参加行とも継続に向けた協議を行っております。

・加えて、主力2行からは、上記転換社債の償還資金として、追加資金枠

1,500億円の設定についても、ご内諾を頂くなど、継続的な支援協力を頂いて

おります。

従って、上記転換社債の償還につきまして問題はないと考えております。従って、上記転換社債の償還につきまして問題はないと考えております。

・引き続いて、営業収益の確保によるキャッシュ・フロー改善はもとより、

あらゆる角度から、さらなる資金の拡充に取り組んでまいります。



・次に、2013年度の通期予想についてご説明します。



・売上高は、前年比108.9％の2兆7,000億円

営業利益は、前年度のマイナス1,462億円から、

（2,262億円改善の）800億円の黒字に

経常利益は、前年度のマイナス2,064億円から、

（2,464億円改善の）400億円の黒字に

当期純利益についても、前年度のマイナス5,453億円から

（5 503億円改善の）50億円の黒字と 各々回復をめざし（5,503億円改善の）50億円の黒字と、 各々回復をめざし、

「当期純利益の黒字化」を計画しております。



・このスライドは、売上高と営業利益の推移を、上期・下期別に示したものです。

・売上高については、上期、下期それぞれ、1兆2,000億円、1兆4,000億円レベル

への回復を見込み、営業利益については、上期150億円、下期650億円と、

昨年度下期に続き、営業黒字を計画しています。



・このスライドは、四半期別の「売上高推移・予想」を示したものですが、

2013年度の 第1四半期は、2012年度第4四半期からの落ち込みが

予想されるものの、第2四半期以降、売上高を7,000億円レベルに高め、

年間売上高2兆7,000億円をめざします。



･このスライドは、四半期別の「営業利益推移・予想」です。

2013年度第1四半期は、売上高の減少による利益減が予想されるものの、

第2四半期以降、安定的な収益回復を見込んでいます。



・第１四半期の売上減少の背景について補足説明いたします。

・このスライドは、2012年度下期から2013年度上期にかけた

「部門別売上高推移」を四半期別に示したものです。

・2013年度第１四半期では、「デジタル情報家電」と「液晶」で、

商品販売の季節性や 大手顧客からの受注変動等が見込まれること商品販売の季節性や、大手顧客からの受注変動等が見込まれること、

また「太陽電池」においては、第4四半期に、年度末の駆け込み需要が

あったことなどにより、第1四半期の売上高が、前期比で落ち込む見込み

となっています。

・しかし第2四半期以降は、これら要因からの回復が見込まれることから、しかし第 四半期以降は、 れら要因からの回復が見込まれる とから、

先ほどのスライドでご覧いただいた売上高推移を想定しています。



・このスライドは、「部門別営業利益」の増減推移を上下（かみしも）対比で

示したものです。

・商品部門における、円安のネガティブ効果等を勘案し、2013年度上期は、

前下期比での減益を見込むものの、下期では、円安効果と大手顧客向け

販売増の見込まれる「液晶」、並びに商品部門の収益回復等で、増益を

計画しています計画しています。



・これ以降のスライドは、部門別業績予想の具体的数値を記載していますので、

詳細は後ほどご参照下さい。

・このスライドは、部門別売上高の通期予想です。

なお、４月１日付の組織変更に伴い、これまでの「エレクトロニクス機器」「電子部品」

の2セグメントを「プロダクトビジネス」「デバイスビジネス」に改称するとともに、

「太陽電池 を（「電子部品 から）「プロダクトビジネス に組入れております「太陽電池」を（「電子部品」から）「プロダクトビジネス」に組入れております。

また、「AV・通信機器」を「デジタル情報家電」、

「情報機器」を「ビジネスソリューション」へ各々改称しております。

・ 「プロダクトビジネス」部門では、

各部門ともに増収を計画し、前年比104.4％をめざします。各部門ともに増収を計画し、前年比104.4％をめざします。



・「デバイスビジネス」部門につきましては、デ ジ 」部門 ま 、

新規顧客開拓と大手顧客向け販売増による売上拡大が

見込まれる「液晶」を中心に、前年比115.4％の計画としております。

・なお、2012年度の為替レート実績は、平均で1ドル82円でしたが、

今年度は1ドル95円を想定しており、両セグメントともに海外売上において、円安

による売上の押し上げ効果を織り込んでおります。



・部門別営業利益の通期予想については、

ご覧のとおり、前年度に対し178億円増の600億円としております。



・「デバイスビジネス」部門もご覧のとおり、前年度に対し1,965億円増の420億円

としております。

・これにより2013年度においては、プロダクト部門、デバイス部門の全部門における

営業黒字化をめざしてまいります。



・このスライドは、営業利益の増加を「要因別」に分解したものです。

ご覧の通り、人件費を中心とした 固定費削減効果や、資産削減、及び

増収効果が利益改善に大きく寄与する見込みです。



・このスライドは、営業外損益、特別損益、法人税等の推移を上期・下期別に

示したものです。

・2011年度から2012年度にかけて、多額の処理を実施した構造改革関連費用は、

2012年度で概ね完了し、営業外損益、特別損益等は、2013年度以降は大きく

改善する計画です。

・営業利益の回復と併せ、これら損益の改善により、当期純利益の黒字化を

めざしてまいります。



・なお、今回、減資の発表を併せ行っていますが、これは繰越欠損金が

膨らんだ「資本の部」を整理し、新たなスタートを切るために実施する

ものです。

・これは、あくまでも会計上の処理で、純資産額、発行済株式総数に影響はなく、

従って「一株当たり純資産額」も、これによる変動はありません。

・今後、営業キャッシュフローの積み上げにより資本の増強に努めてまいりますが、

今回の減資を踏まえ、機動的な資本政策の検討を進めて参ります。



・また、当社は4月1日付で、ビジネスグループ制を導入、コーポレート統括

本部の設置を行い、マネジメント力強化・実行力強化を図っております。

・加えて、今回新たに、主力2行より人材を派遣頂き、経営に参画頂くこと

としており、主力行様と一体となった経営再建に取り組んでまいります。



・なお、主要商品・デバイスごとの状況については、補足資料に記載しており

ますので、後ほどご参照下さい。

・最後に

当社は、今後とも、手を緩めることなく構造改革の取り組みを加速させ、

「2013年度当期純利益の黒字化 の必達に邁進してまいります「2013年度当期純利益の黒字化」の必達に邁進してまいります。

ご清聴ありがとうございました。










